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本資料は、独立した一研究者として自己の責任で ICT 技術開発手法の考えを述べるもの
であり、所属している各組織において見解が統一されていることを示すものではありません。

 

本 PPT は以下の URL からダウンロード可能にいたしております。

https://dnobori.cyber.ipa.go.jp/

行政系職員による
デジタル技術内製の重要性

本スライドの内容は自ら調査したものです。色々間
違っていると思います。誤りがございましたら、訂正いた
しますので、上記メールアドレスまでご指摘をいただけ
れば幸いです。

2025/01/10デッカイギ (行政デジタル改革共創会議) 2025
プログラム 「おもしろくなきぎょうせいをおもしろく -ナッジ、
EBPM、デザイン、デジタルでつくる変革の物語」内講演資料

↑ 本 PPT の
ダウンロード用
QR コード



サイバー技術研究室 登

•第 1. デジタル立国実現のための公務員による事務処理
解決を目的とした画期的なデジタル技術の内製の重要性

•第 2. デジタル庁の検討会で定まった「自由なシステム」の
方針

•第 3. デジ庁報告書の「自由なシステム」の考え方に基づ
いて IPA を発起点として作っている 「GCX」 について
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本 PPT は以下の URL からダウンロード可能にいたしております。

https://dnobori.cyber.ipa.go.jp/
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★差し迫った国難★
・ 人材育成の失敗
・国際競争力の低下
・深刻な収益力不足
・サイバーセキュリティ
・ IT 自給率低下
・安全保障

日本が解決する必要がある国家的課題
－潜在している IT 能力を開花させ、21 世紀も再び世界の中心的存在としての
地位を得て、アメリカや中国と同等以上に豊かな国になり、国の継続と福祉
を実現し、将来の雇用を増やし、世界経済と技術発展に貢献する

1. IT 国際競争力の実現－デジタル敗戦の挽回
① 技術開発－世界中で使われる IT 技術 (システムソフトウェア、アプリケーション、AI、クラウドサービス、

etc) を生み出す

② 国富増大－国際収支改善、安定雇用の創出、安定した社会保障原資の確保

③ 国際貢献－世界中の人類の各種活動の発展への貢献

2. 日本国の統治の維持－安定した独立国家であり続けるため、内外からの干渉や攻撃を
防ぐ

① 人材育成－日本政府および自治体の業務持続に必要な基本的 IT 能力の維持

② 安全保障－ IT 資源自給率改善、クラウド主権、国家レベルのサイバー攻撃への対処

③ 多様性回復－地方活性化、全国における多様な有能な人材の分散的育成、
真の地方分権の実現
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西暦 2030 年～ 2040 年
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「地方公共団体情報システムの標準化に関する法律」附帯決議 (≓主権者からの命令)
https://www.sangiin.go.jp/japanese/gianjoho/ketsugi/204/f064_051113.pdf

政府は、本法施行に当たり、次の事項について適切な措置を講じ、その運用に万全を期すべき
である。
(中略)

六 地方公共団体情報システムの標準化を始め、地方公共団体のデジタル化の推進に当たっ

ては、これを支える人材の確保・育成が不可欠であることに鑑み、市町村及び地方公共団体
情報システム機構において、高度な専門的知識を有するデジタル人材の確保・育成が円滑
に図られるよう、必要な人的・財政的支援を行うこと。

(中略)

上記議事録の PDF:

https://www.sangiin.go.jp/japanese/gianjoho/ketsugi/204/f064_051113.pdf
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(B) 経営事務的な性質
組織的な集団思考と決定に頼って仕事をする。

大規模化・組織化・運用を担う

業務革新技術
の提供

共同試験運用、
フィードバック独立 独立

(X) AとBの
融合領域

(特殊な領域)

官僚制
指揮命令
上意下達
計画主義

創造主義
専門性重視
試行錯誤主義

局

部

課

係

日常的
大規模
運用

規則集
に基づく
組織的
統治

マニュアル
主義

知性と専門性
に基づく
自律的統治

希望と
能力に
より
原理的
には
誰でも
なれる

0 から 1 を生み出す役割

1 から 100 を生み出す役割

試行錯誤 試行錯誤 試行錯誤

5
「自由なシステム」 「厳格なシステム」

組織 (省庁・自治体・独立行政法人等)

[行動規範(A)]大学的・研究者的
試行錯誤主義・同僚主義・独立
組織的指揮命令体系に属さない
原則的自由／例外的規制
専門家としての意思決定

[行動規範(B)] 企業的・従業員的・計画主義
官僚主義・従属・組織的指揮命令体系に服する
原則的規制／例外的自由・組織的な意思決定

高度な専門的知識を有するデジタル人材の確保・
育成と内製化には、(A) の環境の復活が必要

(A)技術研究的な性質
自分の責任で頭脳をはたらかせることができる。

試行錯誤・業務革新を担う



サイバー技術研究室 登

現代社会を支えるデジタル技術の三大要素は、いずれも、米国行政公務員
による、重労働を減らし事務仕事を楽・快適にするためのシステム自作発案
(高度な専門的知識を有するデジタル人材の確保・育成と内製化) により誕
生した。

1. コンピュータ (プログラム内蔵方式)
行政職員フォン・ノイマンさん、ハーマン・ゴールドスタインさん他

2. プログラミング言語
(世界初のコンパイラ A-0、および事務処理言語「COBOL」)
行政職員グレース・ホッパーさん

3. ネットワーク (ARPANET = 広域パケット交換網、インターネットの起源)
行政職員ロバート・テイラーさん、ラリー・ロバーツさん他

6

デジタル先進国である米国行政機関の例:

・・・他にも多数 行政デジタルプロパガンダ吹聴ペーパー
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公務員による事務処理解決を目的とした画期的なデジタル技術の内製の例 (1/3)
行政職員フォン・ノイマン※さん他
ノイマン型コンピュータ※ (1944 年頃に共同で考案) -現代のほぼすべてのコン
ピュータで用いられている、「プログラムを、メモリにロードして、逐次実行する」という仕組みの実現

• 行政機関が、ペンシルバニア大学の学生バイト等 200 名に頼っていた大量の事務処理仕事 (第二次世界大戦において、陸軍から 1 日に 6 件
も依頼されていた、長時間を要する射撃表作成等) を楽にする目的で試作したコンピュータ「ENIAC」は、高速に計算が可能であった。だが、その
プログラムを変更する際、行政職員たちがその都度数千本のケーブルをつなぎ替える必要があり、重労働であった。

• そこで、ノイマンさんたちは、プログラムを配線により指示する手段の代わりに、「メモリ上にプログラムを機械語で置き、これを CPU が逐次実行
する。」という、大変に画期的な、実現すれば相当楽ができる仕組み (現代型コンピュータ) を実現した。なお、ノイマンさんは、大変多忙な行政
仕事 (当時、ロスアラモス国立研究所に勤務) の合間に、自由時間を活用して、論理構造を設計した。1946 年ごろ (終戦後) に稼働に成功。

• 結局、終戦までに間に合わなかったが、その後本方式は全世界のほぼすべての現代型コンピュータの基礎となり、膨大な価値を形成している。

写真: 行政目的で内製化された、試作的な真空管コンピュータ 「ENIAC」 (1946 年に利用開始。1955 年まで利用)

行政デジタルプロパガンダ吹聴ペーパー

※プログラム内蔵方式のコンピュータの
原案の発明者はノイマン１人ではなく、
同時期前後に重なった複数の人材に
よる発案の結果であるため、「ノイマン
型コンピュータ」という名前で同人のみ
に功績を認めるのは不適切である、と
する考え方も有力である。

→ 詳しくは後掲資料で述べる
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ペンシルバニア大学の学生アルバイト等 200名を動員して事務計算を行なう陸軍の仕事を管理していたゴールドスタイン氏たち行政職員は、1 個の
成果物を生成するのに「人間コンピュータ」では 2～ 3 ヶ月かかっていたところ、真空管による電子回路を用いれば 2～ 3 日 (約 30 倍) に時間を短縮
できそうだと発案した。これを実現するため、ENIAC (初期の試作的な真空管コンピュータ) のプロジェクトが開始された。

引用元: 「チューリングの大聖堂」単行本 –著者: ジョージ・ダイソン、訳者: 吉田三知世 2013/2/20  早川書房 468 ページ中 6 ページを引用。下線部は登による。

行政デジタ
ルプロパガ
ンダ吹聴
ペーパー
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1. ENIAC を制作したいという、ゴールドスタイン氏等行政職員たちの提案は、なかなか当局に認めてもらえなかった。
真空管・抵抗・ダイオード等すべて「陸軍と海軍の不合格品の寄せ集め」を用いて、ENIAC (初期の試作コンピュータ) は作られた。

2. ENIAC のアイデアの要点は、複数の人間の数珠繋ぎ型の計算構造 (10 人くらいが部屋に集まり、ある人の計算結果を次の人に渡して、次の人が前の人の計算
結果を元に計算をするという制御) と同じような処理を、電子回路をつなぎ合わせて実現する点である。

3. 当初、その制御の流れは、物理的なケーブルの配線によって設定される必要があり、長時間を要する重労働であった。1944 年 8 月、ゴールドスタイン氏がノイマ
ン氏と、自由時間に偶然、「駅のホーム」で議論をしていたところ、ノイマン氏が「プログラム内蔵方式」の実現アイデアを思い付いた。

行政デジタ
ルプロパガ
ンダ吹聴
ペーパー

引用元: 「チューリングの大聖堂」単行本 –著者: ジョージ・ダイソン、訳者: 吉田三知世 2013/2/20  早川書房 468 ページ中 6 ページを引用。下線部は登による。

※ プログラム内蔵方式のコンピュータの原案の発明者はノ
イマン１人ではなく、同時期前後に重なった複数の人材に
よる発案の結果であるため、「ノイマン型コンピュータ」という
名前で同人のみに功績を認めるのは不適切である、とする
考え方も有力である。



サイバー技術研究室 登

10

1. 「プログラム内蔵方式」の改良を施すことにより、コンピュータ使用時におけるケーブル配線を手作業で行なう重労働が不要と
なり、メモリ上にプログラムを記述するだけでそれを逐次実行できるようになった。

2. これにより、人類は、極めて柔軟な制御能力を有するコンピュータを手に入れた。

行政デジタ
ルプロパガ
ンダ吹聴
ペーパー

引用元: 「チューリングの大聖堂」単行本 –著者: ジョージ・ダイソン、訳者: 吉田三知世 2013/2/20  早川書房 468 ページ中 6 ページを引用。下線部は登による。
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1. プログラム内蔵方式の実現においては、ノイマンが、仕事の合間の「自由時間」に、主要な理論構造を考え、メモにした。

2. これをゴールドスタインがタイプ原稿にまとめた。これにより、「ハードウェアとソフトウェアの分離した、かつて人類史上に存在した
ことがない、まったく新たな機会」が誕生した。これが、現代型コンピュータの出現の契機である。

引用元: 「フォン・ノイマンの哲学」単行本 –著者: 高橋昌一郎 2021/2/20  講談社 270 ページ中 2 ページを引用。下線部は登による。

行政デジタ
ルプロパガ
ンダ吹聴
ペーパー

※ プログラム内蔵方式のコンピュータの
原案の発明者はノイマン１人ではなく、
同時期前後に重なった複数の人材によ
る発案の結果であるため、「ノイマン型コ
ンピュータ」という名前で同人のみに功
績を認めるのは不適切である、とする考
え方も有力である。
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公務員による事務処理解決を目的とした画期的なデジタル技術の内製の例 (2/3)
行政職員グレース・ホッパーさん
①世界初のコンパイラ言語 「A-0 System」 (1951 年)
②事務処理用プログラミング言語 「COBOL」 (1959 年)

公務員グレース・ホッパーさんが作った 「COBOL」 は、日本を含めさまざまな国や自治
体・企業の情報システムで、事務処理のために長年利用されている。COBOL は、業
務のデジタル化 (いわゆる DX) に関して、全世界的な膨大な価値を生み出した。

出典 https://www.flickr.com/photos/8212496@N06/493885707
https://www.computerhistory.org/tdih/august/1/

行政デジタ
ルプロパガ
ンダ吹聴
ペーパー
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公務員による事務処理解決を目的とした画期的なデジタル技術の内製の例 (3/3)
行政職員ロバート・テイラーさん、ラリー・ロバーツさん他多数

ARPANET (現在の「インターネット」の起源) (1966 年 2 月)
インターネットの起源は、米国国防総省の端末室に置いてあった 3 種類の異なるベンダの 3 台の端末 (3 本の
NW) の互換性がなく、事務的な運用の手間が極めて大変だったので、これらを便利・快適に集約利用するとい
う、行政職員たちの実用目的の発案によって立ち上げられた、試作的なネットワーク構築プロジェクトである。

創始者の
行政職員たち

初期のパケット交
換ネットワーク

初期の試作ルータ
(コンピュータを改造して制作)

行政デジタルプロパ
ガンダ吹聴ペーパー

引用元: 「インターネットの起源」単行本 – 2000/7/1 ケイティハフナー (著), マシュー ライアン (著), 加地永都子 (翻訳) ISBN-10 : 4756134793
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引用元: 「インターネットの起源」単行本 – 2000/7/1 ケイティハフナー (著), マシュー ライアン (著), 加地永都子 (翻訳) ISBN-10 : 4756134793

行政デジタ
ルプロパガ
ンダ吹聴
ペーパー
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引用元: 「インターネットの起源」単行本 – 2000/7/1 ケイティハフナー (著), マシュー ライアン (著), 加地永都子 (翻訳) ISBN-10 : 4756134793  

行政デジタ
ルプロパガ
ンダ吹聴
ペーパー
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1969 年 1970 年頃

1973 年 1977 年 出典:
いずれも米国
国防総省 ARPANET

現在

インターネット

行政デジタ
ルプロパガ
ンダ吹聴
ペーパー
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これらの公務員・行政機関が所在していた地域である米国においては、行政を中心としたデ
ジタル技術自作 (試行錯誤) の文化がコミュニティ的に成長し、これが民間にも波及して、強
力かつ健全な国家的デジタル技術力が次第に形成され、現代のデジタル立国が実現した。

17

20 世紀中頃に、最大規模のコンピュータユーザーである「公務員」による事務処理解決を目的とした画期的なデジタル技
術自作 (試行錯誤) がいくつも発生したことが、重要な契機となり、

これから、日本が 21 世紀におけるデジタル立国を実現し、ふたたび国際競争力のある
日本社会の繁栄を回復し、世界に貢献するためには、日本において最大規模のコン
ピュータユーザーである「公務員」が、自ら、行政的な事務処理解決を解決するための
各種技術を、それぞれ自律的に自作してみることが、大変に有益である。

実は、20 世紀前半までは、主要なデジタル技術 (コンピュータの基礎となった技術) の創成場所は、米国ではなく、ヨーロッ
パ各国であった。しかし、上記の米国型行政的試行錯誤の効果により、20 世紀後半から、米国が最大のデジタル技術国
となってゆき、同国は、現代の世界中での値の形成に貢献している。

そこで、そのために必須の「試行錯誤に適したコンピュータやネットワーク環
境」を、日本にある複数の行政機関の職員が連携して、試行錯誤しなが
ら、共同で内製することが、いよいよ、必要となった。

日本も
米国を見倣って

行政デジタル
プロパガンダ
吹聴ペーパー
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•第 1. デジタル立国実現のための公務員による事務処理
解決を目的とした画期的なデジタル技術の内製の重要性

•第 2. デジタル庁の検討会で定まった「自由なシステム」の
方針

•第 3. デジ庁報告書の「自由なシステム」の考え方に基づ
いて IPA を発起点として作っている 「GCX」 について
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本 PPT は以下の URL からダウンロード可能にしております。

https://dnobori.cyber.ipa.go.jp/
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そこで、日本でも、ついに、デジタル庁・総務省自治行政局・J-LIS・IPA 等が集まり、行政機関の
デジタル戦略を考える「国・地方ネットワーク検討会」という会議が開催され、①行政職員が基
礎的デジタル技術を修得し、②革新的技術を創出等することを目的とした、人材育成環境 「自
由なシステム」 を整備する、という方針が決まった。

https://www.digital.go.jp/councils/local-goverments-network/デジタル庁国・地方ネットワーク検討会最終報告書 (概要版) PDF P.2より
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「自由なシステム」に何が必要なのか？を調べるため、2024 年 1 月～ 4 月に、数名で、全国のさまざ

まな地方自治体を廻り、ヒアリングを行なった。 https://www.digital.go.jp/councils/local-goverments-network/ヒアリング結果全文: 

第 6 回 (2024 年 4 月 23 日開催) 資料「行政デジタル人材育成ヒアリング
見聞録第一、地方自治体編 (PDF/3,400KB)」

実は、2024.1 のデッカイギ
の夜の懇親会が発端！
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https://www.digital.go.jp/councils/local-goverments-network/ヒアリング結果全文: 

第 6 回 (2024 年 4 月 23 日開催) 資料「行政デジタル人材育成ヒアリング
見聞録第一、地方自治体編 (PDF/3,400KB)」
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https://www.digital.go.jp/councils/local-goverments-network/
ヒアリング結果全文: 

第 6 回 (2024 年 4 月 23 日開催) 資料「行政デジタル人材育成ヒアリング
見聞録第一、地方自治体編 (PDF/3,400KB)」
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SQL Slammer
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デジタル庁国・地方ネットワーク検討会最終報告書 (2024/5/31)

• 「Ⅲ新たな国・地方のネットワークの将来像とそれを実現するための方策」
(6) 行政デジタル人材育成・発掘・技術創成・国際競争力確立のための環境整備
• 行政のデジタル人材の不足が進展する中、以下のような取組が必要である。

1. コンピュータ、ネットワーク、セキュリティ、クラウド等のデジタル要素に関する基礎的・基本的
な知識を実践的に学ぶことができる機会や環境の確保

2. 高度に複雑化した現行の行政デジタルシステムのブラックボックスの内側を含めて、システム
全体を本質的に理解できる行政デジタル人材の増加

3. 異なる主体、プラットフォーム、ネットワーク上で成長してきた各種行政デジタルシステム間
の効率的な連携に資する人材や新技術の形成

4. 行政職員自らシステムを試作・改良する慣習やリスク受容性がありデジタル変化に対応で
きるシステム試行錯誤環境の整備と、デジタル人材のための人事上の適切な配慮

5. 国の安定した統治や国民・地域住民の権利を保障する高いセキュリティと、高い利便性の
両立とを現実化することができる人材の育成と新たな技術の醸成

29

出典: デジ庁最終報告書 PDF https://www.digital.go.jp/councils/local-goverments-network/

前掲のヒアリング結果を元に議論がなされた結果、「自由なシステム」の内容が、以下のとおり正式に文書化された。
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• (続き) 「これらの取組を進めるに当たっては、以下の「自由なシステム」と呼ばれ

る方策を推進することが必要である。」
• (a) 「厳格なシステム」 / 「自由なシステム」の区別

• 主に外注主義・計画主義で運用されている、停止が許容されず、厳格な開発・運用・管理が必要な

性質を有する各種現用システムおよびそれらの開発・動作環境のことを、総称して、「厳格なシステム」

と呼ぶ。

• これと対比し、行政職員自らが技術研鑽目的で自作システムを試作したり、新しい企画に基づいて

新たなシステムを一人または少数グループで開発したりする場合における、開発・実験環境およびそれ

によって作った自作システム類を総称して、「自由なシステム」と呼ぶ。

• 「自由なシステム」は、創造的な生態系である。目前に必要な基礎的・基本的デジタルリテラシの修

得にも利用可能とするとともに、より長期的視点にも立ち、新技術創成、国家レベルの高いセキュリ

ティの実現、コンピュータ領域に留まらない経営的・戦略的能力を有する人材育成、国際競争力強

化等をより大きな目的とする。そのために、官民の技術者や研究者が適切な自律性及び高い自由度

をもって業務革新を試行することのできる場と、そこに自然に形成される人的・ネットワーク的・コン

ピュータ的・ソフトウェア的生態系を実現することを目指す。

30

出典: デジ庁最終報告書 PDF https://www.digital.go.jp/councils/local-goverments-network/
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• (続き) 「これらの取組を進めるに当たっては、以下の「自由なシステム」と呼ばれる方策を推進すること
が必要である。」

• (b) 「自由なシステム」による人材育成の全国の行政機関共同での実現

• (略) 「自由なシステム」は、複数の行政主体の行政職員たちが共用できるだけでなく、各人材が共同して組み立てていくことができ、その
上で、各人材が各種システムを内製したり試験提供したりすることが容易に可能な仕組みを目指す。

• (c) 国・地方の複数の行政機関間での連携・協調 (略)

• (d) 民間との連携や将来を担う地域若手人材の育成

• (略) 2030 ～ 2040 年頃において優秀な行政人材として入庁してくれる可能性や、あるいは国際的な競争力を持つデジタル産業を創業
する可能性がある、潜在的能力が突出した地域若手人材 (現在は子どもである。) の発掘育成と交流も、極めて重要である。官民の

優秀な人材が行政機関のレガシーなシステムの課題に触れ、これを根本的に解決できる新技術を生み出す契機ともなる。そこで、「自
由なシステム」は、民間人材に対して可能な限りオープンな体制とするとともに、地域人材の発掘・育成に熱意がある自治体主体の施
策にも活用できることが必要である。

• (e) リスク対処と受容の仕組みの実現

• 行政職員が発案したシステムを試作したり、職員が高度なセキュリティ能力を修得したり、従来の限界を超えるネットワークやクラウド技
術等の実現を目指したりするためには、試作中の段階から、行政機関のユーザーはもちろん、一般ユーザーを対象に公開したり、イン
ターネット上で運用したりする必要がある。また、(d) により、民間や地域若手人材の参画を許容する必要がある。「自由なシステム」にお
いては、このような必要な行為に付随して発生する各種リスクを受容し、対処できる仕組みを実現することを目指す。(略)

• (f) スモールスタート原則

• 歴史的にみると、良いコンピュータやネットワーク技術創成には、大規模な計画主義は逆効果な場合が多く、むしろ小規模・低コストで
開始され、段階的に発展する場合の方が効果的であり、自由な発想や創造性が高まる可能性が高い。そこで、「自由なシステム」の方
針としては、当初は目立たずにスモールスタートし、一定の能力を有する国・地方の有志が共同で運営を行ないつつ、次第に多数の人
材が集まり、成果が継続的・自律的に出現する、自然的拡大を目指す。
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出典: デジ庁報告書 PDF https://www.digital.go.jp/councils/local-goverments-network/
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•第 1. デジタル立国実現のための公務員による事務処理
解決を目的とした画期的なデジタル技術の内製の重要性

•第 2. デジタル庁の検討会で定まった「自由なシステム」の
方針

•第 3. デジ庁報告書の「自由なシステム」の考え方に基づ
いて IPA を発起点として作っている 「GCX」 について

32

本 PPT は以下の URL からダウンロード可能にしております。

https://dnobori.cyber.ipa.go.jp/
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だが、一般に、行政系組織の人材が組織内で堂々と「自由なシステム」を立ち上げるには、相当
なパワーを要する。
そこで、ひとまず、IPA のインチキ・パワーを活用し、「自由なシステム」の定義にあてはまるシステム
を、複数の行政主体の好事家で寄り集まって 1 つ作ってみて、これを希望する行政系組織 (省
庁・独法・自治体等) と共用することにした。これを、「GCX (Government Computer and network 
eXchange)」 と呼ぶ。

33

GCX (Government Computer and 
network eXchange)
= 行政コンピュータ・ネットワーク人
材育成・試行錯誤基盤

A 省

B 庁

C 独法

E 市

G 市
(特に熱心な
自治体)

F 町・村

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ
ＳＤＮ
開放網

地方自治体と
りまとめの仕組
み (将来)

D 県

「自由なシステム」

「自由なシステム」は、概念の定義に過ぎない。
そのため、ある行政系組織の職員が、前掲定義に合致した試行錯誤に適したコンピュータやネットワーク環境を作ったら、その人は、そのシステム
を、「これは、デジ庁の定義した『自由なシステム』の 1 つです。」であると、職場で、堂々と言い張ることができる。

(英文法的にヘンだ)
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GCX の秘密
• 「GCX (Government Computer and network eXchange) 」 は、「自
治体テレワークシステム for LGWAN」用のインフラの拡張として発足し
た。これは、当初、IPA と J-LIS で共同で色々な面白い研究をするた
めの実験ネットワーク環境として、IPA の「苦行センター」内で小規模
に作り始めたものである。

• その後、複数の行政機関の好事家の方々と話をしている間に、この
GCX を、複数組織で共同で組み、試行錯誤のために共有するネット
ワーク環境として拡大する流れが適当に形成されたようだ。
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しかし、実のところ、「GCX」 をどのように作り、どのような機能を持たせ、どのように運営する
かは、なんと、何も決まっていないのである。自治体さんに噂が廻り、「GCXに是非接続し
たいがどうすれば良いのか？」と問い合わせがあるのだが、そもそも、肝心の GCX の実態が
存在するのかどうかすら、誰にも、よくわからないのである。

← これは、GCX の運営準備会だと称して勝
手に結集された会合の例である。

ところが、そもそもこの会合が果たして正統
なものであるのか否かなど参加している者誰
にもよく分からないのである。

「自由なシステム」は計画主義に対するアン
チテーゼであるのだから、大変に適当に、
やっている模様である。

👉これは、自律・分散的な精神の
健全な現われである、ということが
できるのである。

2024 年 10 月 4 日 (金) IPA苦行センターにて GCX 運営準備会 (？)

GCX にはまだホーム・ページすらない
• ドメインを取るのももったいないので、当面の間、IPA のサブド

メインでやろうということになった。そこで、IPA の実力者が、
「gcx.ipa.go.jp」というサブドメインをうまいこと作った。

• しかし、まだ誰もホーム・ページを動かすWeb サーバーを立

てていないので、ホーム・ページは、ないのである。そのうち、
https://gcx.ipa.go.jp/ として動き始めるのであろう。
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だが、全く何もないのはおかしいから、一応は GCX の基本機能の設計
が実施された。それによると、GCX は次を提供するという:

1. GCX-Network (試行錯誤のための行政用全国コンピュータ・ネットワーク)

自庁にサーバー等を置くためのネットワークであり、庁舎に引込みが可能。
これは、さらに以下の 3 種類に分かれる:

① GCX-Network-Private: プライベート閉域 IPv4 / IPv6 通信網
LGWAN と同じような閉域網だが、異なる行政機関間の通信が可能なので、複数機関で連携してシステムを構築できる。
★これは、インターネットと隔離された閉域網である。LGWAN 網から、ここに立てたサーバーにアクセスできるようにする仕組みも
実現予定。つまり、ここにサーバーを立てれば、各地方自治体の業務用端末から、Web ブラウザで、そのサーバーにアクセスでき
るようになるのである。

② GCX-Network-Global (素人用): グローバル IPv4 / IPv6 インターネットユーザー接続網
8個とか 16 個くらいの IPv4 アドレスを、申請に応じてポーンと割り当てる。

③ GCX-Network-Global (プロ用): グローバル IPv4 / IPv6 インターネットバックボーン接続網
これは②で不満足な行政職員が、自ら IPv4 アドレスを 512 個くらい JPNIC から取得し、BGP 接続するためのメニュー。

2. GCX-Cloud (試行錯誤のためのインチキ・クラウド・サーバー群)

• 「自庁にネットワークを引いても、サーバーを置くスペースや精神的余裕 (あるいは柔軟性) がない」と嘆く行政職員が VM をいくつも
作成することができる共用 VM 環境。IPA のインチキ・サーバー・ルームに大量のメモリと CPU を積んだマシンが数個置いてある。

3. GCX-Devices (試行錯誤のためのサーバーやネットワーク機器などの中古機材プールとそれを貸し出す
仕組み)

• サーバーやネットワークの試行錯誤を行なうためには、新品ではなく、捨てる予定の中古のようなセコハン機材を利用したほうが良
い。そこで、セコハン機材を適当にプールしておいて、需要に応じて回す仕組み。 36
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GCXは、現行の日本の行政用ネットワークやクラウドでは、未だかつて実現されていない、強
靱な真の分散型システム (中央部分が存在せず、いかなる単一の主体にも依存しない) を、
複数の行政主体間で形成することを目指す。(アメリカの ARPANET の思想の実現)

【現代の日本の行政用ネットワーク等の限界】
• 現行の行政ネットワーク (国用，地方自治体用)

• それぞれ、運営主体や管理主体が、単一であり、人為ミス、システム障害の発生等、ネットワーク運営が何らかの理由で
停止すると、すべての接続行政機関の通信が一斉に停止し、各利用機関の努力ではいかようにも復旧できない。

• ガバメント・クラウド (各クラウド提供業者)
• クラウド提供業者のシステムが麻痺・停止したり、業者が事業停止・経営破たん・適法に解散等すると (彼らは私企業で
あるため、これは、株主の完全な自由である)、すべての利用行政機関の全システムが停止し、各利用機関の努力では
いかようにも復旧できない。

• 平時においても、システムの特権領域を単一の主体が支配管理しており、国家レベルの高度なサイバー攻撃がなされた
場合等、全体の麻痺のおそれがある。

【解決策】
• GCX の試み－多数の行政主体が連合して、真の自律・分散型行政ネットワークを実現する

• 多数の行政主体が、対等に相互にメッシュ状に接続し、上流・下流を固定化することなく、いずれの行政主体でも上流
あるいは中継機能を提供することができる構造とする。

• 特定の単一の主体の意向・事情により、その主体によるネットワーク運営・サーバー運営が停止しても、他のほとんどの主
体は影響を受けず、ネットワークやクラウドを継続的に利用できる。

• 災害等を含めたさまざまな事象に対する高い強靱性を実現する。 GCX の試みが成功すれば、その知見を活用し、
次世代の「厳格なシステム」としての行政ネッ
トワークも分散化・強靱化できる。GCXは、前掲の米国の行政機関発端で作られ成功したネットワーク「ARPANET」が目指したものと

同じ分散性・強靱性を目指す。
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IPA の本部
のビル
(東京にある)

GCX 発祥の部屋
(IPA 8F 苦行セン

ター)

IPA の
接続
受入用
ルータGCX-Cloud

ｲﾝﾁｷ･ｸﾗｳﾄﾞ
VM ｻｰﾊﾞｰ

IPA が当初の上流様
(偉そうにしておる。
けしからん。)

先輩風を吹かす
かぜ

A 市役所

B県庁

C 町役場

D 市役所

E 市役所

:
:
:

1. GCX-Network (試行錯誤のための行政用全国コンピュータ・ネットワーク)

• 当初は、IPA の苦行センターの物理的な室を開始点とする
ので、IPA を最上流とするけしからん木構造が形成されてし
まうであろう。しかし、これは一時的なものなのである。

な～んだ、結局 GCX は中央集権型の

ネットワークに過ぎず、中心が存在する
ので、強靱性が低い点 (一主体への集
中リスク) は、現行の行政ネットワークと、
たいして変わらないではないか。

GCX に関して
批判的精神を
有する行政職員

上流

下流

下流

下流

下流

下流

中継者

中継者

中継者

一組織に
危険が
集中
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他の行政機関が
作る GCX の上流環境

GCX-Cloud
ｲﾝﾁｷ･ｸﾗｳﾄﾞ
VM ｻｰﾊﾞｰ
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IPA の本部
のビル
(東京にある)

GCX 発祥の部屋
(IPA 8F 苦行セン

ター)

GCX-Cloud
ｲﾝﾁｷ･ｸﾗｳﾄﾞ
VM ｻｰﾊﾞｰ

1. GCX-Network (試行錯誤のための行政用全国コンピュータ・ネットワーク)

• GCX-Network の真の特徴は、構造上、中心点がなく、メッ
シュを形成でき、誰でも上流になれることである。

• 現行の行政用ネットワークと異なり、GCX-Network は、複数

の行政機関が、対等に、メッシュ中継点または上流の役割を
担い、次第に強靱なネットワークとなってゆくことができる。

他の行政機関が
作る GCX の上流環境

GCX-Cloud
ｲﾝﾁｷ･ｸﾗｳﾄﾞ
VM ｻｰﾊﾞｰ

A 市役所

B 町役場

上流その１

中継者

中継者

中継者

中継者

下流

異なる
多数の
主体への
適切な
分散

異なる
多数の
主体への
適切な
分散

異なる
多数の
主体への
適切な
分散

上流その２

上流その３

誰が偉いという訳ではない。
GCX の参加機関は、
誰でも上流になれるのである。
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1. GCX-Network (試行錯誤のための行政用全国コンピュータ・ネットワーク)

自庁にサーバー等を置くためのネットワークであり、庁舎に引込みが可能。
これは、さらに以下の 3 種類に分かれる:

① GCX-Network-Private: プライベート閉域 IPv4 / IPv6 通信網
LGWAN と同じような閉域網だが、異なる行政機関間の通信が可能なので、複数機関で連携してシステムを構築できる。

② GCX-Network-Global (素人用): グローバル IPv4 / IPv6 インターネットユーザー接続網
8個とか 16 個くらいの IPv4 アドレスを、申請に応じてポーンと割り当てる。

③ GCX-Network-Global (プロ用): グローバル IPv4 / IPv6 インターネットバックボーン接続網
これは②で不満足な行政職員が、自ら IPv4 アドレスを 512 個くらい JPNIC から取得し、BGP 接続するためのメニュー。

それで結局、最寄りの接続点に、どうやって物理的に接続するのか? 以下の 3 つの方法が考えられる。

方法 (1): ダークファイバ接続。10Gbps などの高帯域が余裕で出て、遅延も最小。IPA が NTT 東日本のダークファイバ芯線を用
いて提供可能である。ただし、距離で課金されるため、増えてくると予算がかさんで、IPA で問題になる。そこで各行政機関にダー
クファイバの利用方法・確保方法を伝授する必要があるが、時間を要する。

方法 (2): 任意の FTTH 回線を用いたトンネル接続。接続元庁舎の側で昔からある各社の FTTH 回線 (フレッツ回線など) に相
乗りし、その上に L2-VPN の仕組みで Ethernet を IPv6 に乗せて最寄りのバックボーンまで伝送する。コストはほとんどかからないが、
トンネル通信をするための各種ルータ (中古で 3,000 円くらい) の設定が必要。多数のメーカのルータがあり多様性が確保される。

方法 (3): LGWAN トンネル接続 (必殺の最終手段、自治体のみ利用可能)。接続元庁舎にフレッツが 1 本もないとか、実はあ
るが情報システム部門が頭固く出し惜しみする等して利用できない場合は、代わりに、LGWAN 上で Ethernet over HTTPS トン
ネルを張り、最寄りのバックボーンまで伝送する。コストはほとんどかからないが、ソフトウェア VPN を用いるため、Raspberry Pi 4 (8
千円くらい) の設定が必要。
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GCX-Network の試作の状況 1 - ダークファイバモデル

通信局舎内自前工事の基本の習得

IPA から、長野県塩尻市さんの職員 4 名への通信局舎内自前工事 & ダークファイバ利用型 NW 構築方法の教習大
会の様子
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OTDR (光パルス試験機) によるダークファイバ測定・保守の基本の習得
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メディアコンバータや光ファイバモジュールの取扱いの基本と二重化手法の習得
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ダークファイバ所有通信会社 (例: NTT東日本) との「相互接続※」の実施の体験

※相互接続 = 通信キャリアとの「対等な立場」での接続。専用線サービスの購入ではない。
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市役所庁舎側のMDF 室におけるダークファイバ芯線の取り出しと市役所光ファイバとの接続の体験
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支出ダークファイバ費用 (月額料金) 【NTT 東日本の場合】 出典: https://www.ntt-east.co.jp/info-st/mutial/hikari/start.html

【月額】 アクセス用ファイバ
(加入ファイバ) 1 芯あたり価格

【月額】県内中継用ファイバ
(中継ファイバ) 1 芯あたり価格

【月額】局舎内構内配線
(局内ファイバ) 1 芯あたり価格

ダークファイバ芯線の利用コストは、相応に安価である。
(総務大臣が認可した公平な価格であるため)
自治体などの行政デジタル人材がダークファイバを活用して試行錯誤を行なえば、

非常にすぐれたデジタル技術が、日本中で、次々に生まれるであろう。

行政機関での行政デジ
タル人材育成・内製化
目的であれば、IPA に依
頼いただければダーク
ファイバを用いた超高速
ネットワークをこっそりと
構築可能。
(ただし、ダークファイバ
を用いた NW の原理、
運用法を、各行政機関
内の好事家さんが、
ちゃんと勉強をしていた
だく決意があることが、
条件であります。ダーク
ファイバというものは、
そのための、ものな
のです。)
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GCX-Network の試作の状況 2 - FTTH 回線トンネルモデル

近畿の自治体さんとの勉強会資料
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GCX-Network の試作の状況 3 - FTTH 回線トンネルのために IPA の苦行センターの秘密サーバー置き場
に大量に持ち込まれた各組織のインチキ中古ルータの数々 (GCX 以前のものも含む)

北関東の行政機関と接続しているルータ (NEC IX2215)

何処とつながっているのか不明だが動作
しているトンネル用ルータ長野のほうの学校？ (おそらく) とつな

がっていると思われる NEC IX ルータ

多数稼働していて、よ
くわからないので、そ
のまま放ってある。
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GCX-Network の一個目のコアネットワーク (IPA の上流部分) の具合

IPAの本部
のビル
(東京にある)

GCX 発祥の部屋
(IPA 8F 苦行セン

ター)

IPA の
接続
受入用
ルータGCX-Cloud

ｲﾝﾁｷ･ｸﾗｳﾄﾞ
VM ｻｰﾊﾞｰ

IPA が当初の上流様
(偉そうにしておる。
けしからん。)

先輩風
かぜ

上流
一組織に
危険が
集中 ← この部分の構築は、現在、難儀している。

• 物理的に、IPA 本部と筑波大に 4 台ずつ、合計 8 台、新規に BGP
ルータを構築する。

• 自分でやるのではなく、人材育成を兼ねて、高速な 10GbE マシンを 8 
台購入して筑波大の協力学生を IPA 客員研究員に仕立て上げて、
作ってもらうことにした。IPA の ENTERNET という BGP AS (AS63798) を

改造して、いんちき学生と行政の両方を収容できるようにするという計
画である。

• しかし、最近の大学生はとても忙しく、半年位経っても、なかなか完
成しないのである。まあしばらく放っておいてみることにするのである。

← ↑色々な NTT  →

東日本の電話局に置
いてある、IPA が正規

に設置した通信キャリ
ア用ラック。

→ 2024 年末に
一応、完成した
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2. GCX-Cloud (試行錯誤のためのインチキ・クラウド・サーバー群)

• 「自庁にネットワークを引いても、サーバーを置くスペースや精神的余裕がない」と嘆く行政

職員が VM をいくつも作成することができる共用 VM 環境。

マシンは、多数台確保した。1 台あたり 768GB のメモリが載る。CPU は 28 コア、56 スレッドである。AWS 等を
利用すれば月額かなりの金額が課金されるような VM を、無数に作成することができる。

memtest86 をちゃんとやって、768GB 問題なく利用できることを
確認した。その後、何もせずに放ってあるのである。



サイバー技術研究室 登

52

大変怪しいMade in Chinaの「八丁」スイッチ (なかな
か良い機械) と、安価な台湾 NAS を活用した、インチ
キ自作 90TB iSCSI ストレージ・システムの量産に成功。
これと Linux ソフトウェアを組み合わせれば、冗長な VM 
用ストレージがいくつでも安価に量産できる。

• 巨大なビッグ・データ用のストレージとして VM 内から
でもマウント可能である。

• この怪しい「八丁」スイッチのハードウェアのセキュリ
ティ機能 (パケットフィルタ) を随分試したが、なかな
か良い挙動である。

インターネットと切り離されたストレージ用ネットワーク
で使う分には、セキュリティ問題もないであろう。

• ファンレスなので耐久性が良いようであるが、その分
高温となり、10G のトランシーバが壊れないか心配

の種であるが、一応動いているのでそのまま放って
ある。

大変に、危ないものな
のです。
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3. GCX-Devices (試行錯誤のためのサーバーやネットワーク機器などの中古機材プールと

それを貸し出す仕組み)

• サーバーやネットワークの試行錯誤を行なうためには、新品ではなく、捨てる予定の中古のようなセコハン

機材を利用したほうが良い。そこで、セコハン機材を適当にプールしておいて、需要に応じて回す仕組み。

ひとまず 15 台くらいちょっとやってみた。全

部自分で貸し出しを管理していると極めて
大変だと分かったので、その後放ってある。
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AI 基盤構築用貸し出し機材 (PC + GPU + SSD + HDD) を数台用意し、ある県庁に、「自由に AI 基盤を作ってみてください」と貸
し出してみた。 (GPU は GeForce RTX 4090。なかなかに高級である)
⇒ しかし、登の不注意 (調査不足) により、貸し出したマシン筐体 (DELL のタワー型マシン) が小さく、なんと、GeForce RTX 4090 
を刺すと過度に発熱することが判明！！
→ 仕方無いので買い直し。その後、放ってある。

行政機関による高セキュリティ生成 AI 基盤内製化実験
行政機関は、機微な情報 (個人情報等) を扱う場合など、外国人が運営しているクラウド型生成 AI 基盤にデータを送付して処理してもらうことはできない場合がある
(法律専門家によると、憲法 13 条に違反するおそれがあるとのこと)。また、クラウド型 AI 基盤は、API 呼び出しごとに多額のランニングコストがかかる。そこで、各行政機関
は、これから、各庁舎に AI 基盤を自らインチキ内製して構築する機会が増える。その過程で AI に関する基本的・基礎的なリテラシを修得することもできる。そのためには、
物理的に、PC と GPU が必要である。そこで、その手法を確立するため、行政向けインチキ自作 AI 基盤の作り方を、自治体さんと共同で、試行錯誤することになった。
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1. GCX-Network (試行錯誤のための行政用全国コンピュータ・ネットワーク)

① J-LIS (IPA の苦行センター内にルータまで作り、後は準備中で放ってある)

② 長野県塩尻市 - ダークファイバ + αで接続 (途中、まだ完了していないで放ってある)

③ 大阪府 A 市 - FTTH トンネルで接続 (一応、つながったので放ってある)

④ 北関東の B 県 - ダークファイバ + αで接続 (共同研究締結は締結したが、その後放ってある)

⑤ 関東の C 県のとある行政組織 (すでに接続していて色々遊んでいるっぽい。よくわからんので、放ってある)

⑥ 関東の D 県のとある行政組織 (L2 まで接続した後に IPA 側が適当で放ってある)
:  他いくつか

• GCX-Network のグローバル部分は、結構適当に始めていて、一応動いているが、コア部分がまだちゃんと確立されていないので放ってある。

• GCX-Network のプライベート部分

2. GCX-Cloud (試行錯誤のためのインチキ・クラウド・サーバー群)

• サーバー (768GB RAM、CPU 28 コア) は多数確保。これに各種の VM 基盤を入れて動かす。そのうちにそれを基礎として行政用のまともなクラウド基
盤のプログラムをわれわれ or 他の行政好事家が書くことになるのであろう。

• どのようにするのか全く決めていないので、大変適当に放ってある。

3. GCX-Devices (試行錯誤のためのサーバーやネットワーク機器などの中古機材プールとそれを貸し出す仕組み)

• ちょっと自分でやってみたが、貸し出し管理・荷造り・発送指示・在庫管理を一人で全部やると、えらく大変で、放ってある。

• 色々な機材が考えられるが、管理上の観点から、メニュー化したほうが良いと思われる。

4. 運営管理体制

• 最初の間は、IPA でやることになった。そこで前掲のように大変適当に運営準備会などを開いているが、適当であるので、なかなか進まず放ってある。
しかし、これは、計画主義によらない、健全な自律・分散的自然発展の精神の発現であるといえるので、大変良いのである。

• これはと思える行政関係者を、兼業として、IPA 客員研究員に仕立て上げる方法を実現 (人件費と交通費の適切な処理の実現)。

【2025 年度の抱負】

「放ってある」ような部分が、
適当に推進するうまい方法
を、実現すること。
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鉄鋼 自動車

半導体 日本半導体歴史館 志村資料室第Ⅰ
部より

トヨタ挙母工場世界銀行Web サイトより
八幡製鉄所

繊維 大和紡績高田工場 (1896 年)

工作機械 NC (数値制御) 工作機械
機械試験所 25 年史、機械試験所

化学 三井石油化学工業
岩国工場 1956

家電製品 ソニー, 1955

日本は多
数の産業
技術で世
界トップに
なった。

超正統派コンピュータ・ネットワーク試行錯誤環境を各所で実現することで、

日本型の伝統的組織 (大企業・役所・自治体・研究所)
を維持したまま、それらの組織の資源を活用し、
計 1 万人くらいの超正統派 ICT 人材を育成可能である。
それらの方々が多種多様な新技術を並列して生み出すことで、
日本は、自然かつ正統な世界一位の ICT 技術国になることができる。

発明

発明 発明 発明

さらに発展し、ICT においても世界トップクラスの技術と製品を実現。

日本は、ほぼすべての
産業領域で世界トップ
になることに成功した。

ICT でも同様な能
力は、これから
確実に発揮される。

本 PPT は以下の URL からダウンロード可能にしております。

https://dnobori.cyber.ipa.go.jp/
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• 筑波大学 客員教授
• ソフトイーサ株式会社 代表取締役

登 大遊 Daiyuu Nobori Ph.D.

特 殊 局

産業サイバーセキュリティセンター
サイバー技術研究室長

ビジネス開発本部
特殊局員

けしからん
じゃないか！！

電電
公社

•

•

本資料は、独立した一研究者として自己の責任で ICT 技術開発手法の考えを述べるもの
であり、所属している各組織において見解が統一されていることを示すものではありません。
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